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経営所得安定対策等推進事業実施要綱（平成27年４月９日付け26経営第3569号農林水産事務次官依命通知）新旧対照表 

（下線部分は改正箇所） 

改 正 後 現 行 

経営所得安定対策等推進事業実施要綱 

農林水産事務次官依命通知 

制 定 平成27年４月９日付け26経営第3569号 

 一部改正 平成27年９月30日付け27経営第1527号 

 一部改正 平成29年４月１日付け28政統第1937号 

 一部改正 平成30年４月１日付け29政統第1890号 

一部改正 令和元年５月７日付け31政統第 169号 

一部改正 令和２年４月１日付け元政統第1617号 

一部改正 令和３年４月１日付け２政統第2036号 

一部改正 令和３年12月20日付け３農産第2244号 

一部改正 令和４年12月27日付け４農産第3432号 

一部改正 令和５年４月５日付け４農産第5515号 

経営所得安定対策等推進事業実施要綱 

農林水産事務次官依命通知 

制 定 平成27年４月９日付け26経営第3569号 

 一部改正 平成27年９月30日付け27経営第1527号 

 一部改正 平成29年４月１日付け28政統第1937号 

 一部改正 平成30年４月１日付け29政統第1890号 

一部改正 令和元年５月７日付け31政統第 169号 

一部改正 令和２年４月１日付け元政統第1617号 

一部改正 令和３年４月１日付け２政統第2036号 

一部改正 令和３年12月20日付け３農産第2244号 

一部改正 令和４年12月27日付け４農産第3432号 

第１ 趣旨 

経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、コメ新市場開

拓等促進事業、畑作物産地形成促進事業及び畑地化促進事業（以

下総称して「経営所得安定対策等」といいます。）の実施に必要

となる推進活動等のうち、都道府県段階及び地域段階の事業実施

主体が行う現場における推進活動や要件確認等に必要となる経費

を助成します。 

第３ 事業の内容 

経営所得安定対策等推進事業（以下「推進事業」といいま

す。）の対象となる取組は、都道府県段階及び地域段階における

次に掲げる取組です。 

第１ 趣旨 

経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、畑作物産地形

成促進事業及び畑地化促進事業（以下総称して「経営所得安定対

策等」といいます。）の実施に必要となる推進活動等のうち、都

道府県段階及び地域段階の事業実施主体が行う現場における推進

活動や要件確認等に必要となる経費を助成します。 

第３ 事業の内容 

経営所得安定対策等推進事業（以下「推進事業」といいま

す。）の対象となる取組は、都道府県段階及び地域段階における

次に掲げる取組です。 
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１ 都道府県段階における推進活動（コメ新市場開拓等促進事業

及び畑作物産地形成促進事業に係るものを除く。） 

 （１）～（５） （略） 

２ 地域段階における推進活動（コメ新市場開拓等促進事業及び

畑作物産地形成促進事業に係るものを除く。） 

３ 都道府県段階におけるコメ新市場開拓等促進事業の円滑な実

施に必要な活動 

（１）産地・実需協働プランの作成に係る活動 

（２）その他コメ新市場開拓等促進事業の円滑な実施に必要な活

動 

４ 地域段階におけるコメ新市場開拓等促進事業の円滑な実施に

必要な活動 

（１）産地・実需協働プランの作成に係る活動 

（２）その他コメ新市場開拓等促進事業の円滑な実施に必要な活

動 

５・６ （略）  

 

第４ 推進活動計画の作成手続 

 １ 都道府県推進活動計画 

 （１）都道府県推進活動計画の作成主体は、第３の１、３又は５

の事業を行う事業実施主体のうち、都道府県とします。 

 （２）・（３） （略） 

 ２ 地域推進活動計画 

 （１）地域推進活動計画の作成主体は、第３の２、４又は６の事

業を行う事業実施主体のうち､市町村とします。 

 （２） （略） 

 

第５ 推進活動計画の認定 

 １ 都道府県推進活動計画の認定手続 

（１）・（２） （略） 

１ 都道府県段階における推進活動（畑作物産地形成促進事業に

係るものを除く。） 

 （１）～（５） （略） 

２ 地域段階における推進活動（畑作物産地形成促進事業に係る

ものを除く。） 

３ 経営所得安定対策等交付金（畑作物産地形成促進事業に係る

ものを除く。）の申請手続電子化の普及推進活動（別紙３） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

４・５ （略） 

 

第４ 推進活動計画の作成手続 

 １ 都道府県推進活動計画 

 （１）都道府県推進活動計画の作成主体は、第３の１又は４の事

業を行う事業実施主体のうち、都道府県とします。 

 （２）・（３） （略） 

 ２ 地域推進活動計画 

 （１）地域推進活動計画の作成主体は、第３の２又は５の事業を

行う事業実施主体のうち､市町村とします。 

 （２） （略） 

 

第５ 推進活動計画の認定 

 １ 都道府県推進活動計画の認定手続 

（１）・（２） （略） 
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（３）都道府県知事は、都道府県推進活動計画について、以下の

変更が生じた場合は、（１）及び（２）の手続に準じて、推

進活動計画の変更（中止又は廃止）認定の申請（様式第３号

の１）を作成し、地方農政局長等の認定を受けてください。 

①～③ （略） 

④ 事業実施主体における国庫補助金の増 

 ２ 地域推進活動計画の認定手続 

（１）・（２） （略） 

（３）市町村長は、地域推進活動計画について、以下の変更が生

じた場合は、（１)及び（２）の手続に準じて、様式第３号

の２を作成し、都道府県知事の認定を受けてください。 

①・② （略） 

③ 第６の３、４又は５に掲げる経費区分のうち、それぞれ

（５）又は（６）の経費の３割を超える増減 

④ 事業実施主体における国庫補助金の増 

 ３ （略） 

 

第６ 推進事業補助金の交付 

 １ 国は、予算の範囲内において、第３の１及び２に定める活動

の実施に必要な経費のうち３に掲げるもの、第３の３及び４に

定める活動の実施に必要な経費のうち４に掲げるもの並びに第

３の５及び６に定める活動の実施に必要な経費のうち５に掲げ

るものを都道府県知事に交付します。 

   

 ２ 市町村長は、都道府県が定めるところにより、第３の２に定

める活動の実施に必要な経費のうち３に掲げるもの、第３の４

に定める活動の実施に必要な経費のうち４に掲げるもの及び第

３の６に定める活動の実施に必要な経費のうち５に掲げるもの

について、都道府県知事に交付を申請してください。 

   

（３）都道府県知事は、都道府県推進活動計画について、以下の

変更が生じた場合は、（１）及び（２）の手続に準じて、推

進活動計画の変更（中止又は廃止）認定の申請（様式第３号

の１）を作成し、地方農政局長等の認定を受けてください。 

①～③ （略） 

（新設） 

 ２ 地域推進活動計画の認定手続 

（１）・（２） （略） 

（３）市町村長は、地域推進活動計画について、以下の変更が生

じた場合は、（１)及び（２）の手続に準じて、様式第３号の

２を作成し、都道府県知事の認定を受けてください。 

①・② （略） 

③  第６の３又は４に掲げる経費区分のうち、それぞれ

（５）又は（６）の経費の３割を超える増減 

（新設） 

 ３ （略） 

 

第６ 推進事業補助金の交付 

 １ 国は、予算の範囲内において、第３の１及び２に定める活動

の実施に必要な経費のうち３に掲げるもの並びに第３の４及び

５に定める活動の実施に必要な経費のうち４に掲げるものを都

道府県知事に交付します。また、第３の３に定める活動の実施

に必要な経費については、別紙３に掲げるものを都道府県知事

に交付します。 

 ２ 市町村長は、都道府県が定めるところにより、第３の２に定

める活動の実施に必要な経費のうち３に掲げるもの及び第３の

５に定める活動の実施に必要な経費のうち４に掲げるものにつ

いて、都道府県知事に交付を申請してください。また、第３の

３に定める活動の実施に必要な経費については、別紙３に掲げ

るものについて都道府県知事に交付を申請してください。 



 - 4 - 

 

 ３ （略） 

４ コメ新市場開拓等促進事業推進活動経費の区分及び使途内容 

（１）謝金 

作付状況の確認等への協力､交付申請書・営農計画書等の配

布、協議会会員、外部専門家の会議等への参加に対する謝金

及び報償費 等 

（２）旅費 

本制度の推進、指導、研修等に要する外部専門家及び事務

局員等への交通費及び宿泊費 等 

（３）賃金及び共済費等 

    都道府県等及び市町村等が任用又は雇用する職員の以下に

掲げる経費 

① 正規職員の超過勤務に対して支払う対価 

② 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の２第１項

に規定する会計年度任用職員への給料、報酬及び期末手当

等並びに共済費 等 

③ 臨時雇用職員の賃金及び超過勤務に対して支払う対価並

びに共済費等 

（４）事務等経費 

印刷製本費、通信運搬費、光熱水料、雑役務費（水田情報

等の整備、事業運営システムの整備・改良等）、消耗品費

（自動車等の燃料費を含みます。）、借料・損料（会場借

料、パーソナルコンピュータ等のリース料等）、会議費（弁

当代・お茶代は除きます。）、備品費 等 

（５）委託費 

都道府県等及び市町村等が実施する第３の３及び４に掲げ

る取組の一部を他のものに委託する場合における当該委託に

要する経費 

（６）助成費 

  

３ （略） 

（新設） 
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都道府県等及び市町村等が実施する第３の３及び４に掲げ

る取組に要する経費に対して助成する場合における当該助成

に要する経費 

 

５ 畑作物産地形成促進事業推進活動経費の区分及び使途内容 

（１）～（４） （略） 

（５）委託費 

都道府県等及び市町村等が実施する第３の５及び６に掲げ

る取組の一部を他のものに委託する場合における当該委託に

要する経費 

（６）助成費 

都道府県等及び市町村等が実施する第３の５及び６に掲げ

る取組に要する経費に対して助成する場合における当該助成

に要する経費 

６ 推進活動経費、コメ新市場開拓等促進事業推進活動経費及び

畑作物産地形成促進事業推進活動経費に係る留意事項 

（１）・（２） （略） 

（３）３の（３）、４の（３）及び５の（３）に規定する賃金及

び共済費並びに３の（４）、４の（４）及び５の（４）に規

定する事務等経費について、他の業務との兼務又は兼用があ

る場合は、利用割合等に応じた経費負担割合を定めた上で、

費用を按分してください。  

また、事務室の借料を支出する場合は、面積等当該経費の

妥当性を検証した上で､必要最低限のものとし､その単価等は､

当該地域（都道府県又は市町村）における水準に準拠させて

ください。  

さらに、会計年度任用職員及び臨時雇用職員への賃金等を

支出する場合は、日報等で業務の実施状況を確認してくださ

い。 

 （４）委託費については、第３の１及び２、３及び４並びに５及

 

 

 

 

４ 畑作物産地形成促進事業推進活動経費の区分及び使途内容 

（１）～（４） （略） 

（５）委託費 

都道府県等及び市町村等が実施する第３の４及び５に掲げ

る取組の一部を他のものに委託する場合における当該委託に

要する経費 

（６）助成費 

都道府県等及び市町村等が実施する第３の４及び５に掲げ

る取組に要する経費に対して助成する場合における当該助成

に要する経費 

５ 推進活動経費及び畑作物産地形成促進事業推進活動経費に係

る留意事項 

 （１）・（２） （略） 

（３）３の（３）及び４の（３）に規定する賃金及び共済費並び

に３の（４）及び４の（４）に規定する事務等経費につい

て、他の業務との兼務又は兼用がある場合は、利用割合等に

応じた経費負担割合を定めた上で、費用を按分してくださ

い。  

また、事務室の借料を支出する場合は、面積等当該経費の

妥当性を検証した上で､必要最低限のものとし､その単価等は､

当該地域（都道府県又は市町村）における水準に準拠させて

ください。  

さらに、会計年度任用職員及び臨時雇用職員への賃金等を

支出する場合は、日報等で業務の実施状況を確認してくださ

い。 

 （４）委託費については、第３の１及び２並びに４及び５に掲げ
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び６に掲げる取組以外の経費が含まれないよう、その支出範

囲を明確にするとともに､他の地域の委託経費等も参考とし、

委託内容の検討を行った上で、契約してください。 

 

第７ 事業の着手 

１～３ （略） 

４ １から３までの規定にかかわらず、第３の３から６までの事

業については、第３の３から６までの事業に係る要望の調査が

開始された時点から交付決定までに実施した当該事業に係る経

費を含めることができることとします。 

 

る取組以外の経費が含まれないよう、その支出範囲を明確に

するとともに､他の地域の委託経費等も参考とし、委託内容の

検討を行った上で、契約してください。 

 

第７ 事業の着手 

１～３ （略） 

４ １から３までの規定にかかわらず、第３の４及び５の事業に

ついては、第３の４及び５の事業に係る要望の調査が開始され

た時点から交付決定までに実施した当該事業に係る経費を含め

ることができることとします。 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙３ 

 

   経営所得安定対策等交付金の申請手続電子化の普及推進活動に

ついて 

 

第１ 趣旨 

経営所得安定対策等交付金の申請手続を農林水産省共通申請サ

ービス（以下「eMAFF」といいます。）に統一し、申請者及び事

務関係者の負担軽減並びに都道府県農業再生協議会及び地域農業

再生協議会の水田情報等のデータ活用を全国規模で図ることがで

きるよう、データの一元化を推進します。 

 

第２ 対象経費 

対象経費は、都道府県農業再生協議会及び地域農業再生協議会

の水田情報等のデータをeMAFFに移行するために必要な次の経費

とします。 

謝金、旅費、賃金（臨時職員等）及び共済費等、事務等経費

（印刷製本費、通信運搬費、雑役務費（調査費）、消耗品費

（申請手続の電子化に必要なソフトウェア導入経費及びサブス
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クリプションサービスの利用経費を含みます。）、借料・損料

（会場借料、パーソナルコンピュータのリース料等）、会議費

（弁当代・お茶代は除きます。））、委託費、その他経費 

 

第３ 留意事項 

本要綱に基づくデータ移行に係る経費については、本要綱第

３の１及び２並びに４及び５の取組に流用することはできませ

ん。 

なお、対象経費については、地方農政局等が、別紙様式によ

り要望額を調査します。 

 

（別紙様式） 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

様式第１号の２  
令和○○年度都道府県推進活動計画  
（経営所得安定対策等推進事業）  

 
計画作成主体  ○○都道府県  

１  事業の概要  
（１）経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、畑地化促進事業  

区   分  主な取組内容  実施時期  事業に要する経費  備  考  
   千円  

 
 
 
 

 

    

    

    

都道府県農業再生協議会に

対する補助金の交付  

 
別紙１－１に記載  

   

地域段階の事業実施主体に

対する補助金の交付  

   
別紙２－１に記載  

 

 注：都道府県が他の機関に対して委託する場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も記入してください。   
  

        

（２）コメ新市場開拓等促進事業  
区   分  主な取組内容  実施時期  事業に要する経費  備  考  

   千円  
 
 
 
 

 

    

    

    

都道府県農業再生協議会に

対する補助金の交付  

 
別紙１－２に記載  

   

地域段階の事業実施主体に

対する補助金の交付  

   
別紙２－２に記載  

 

 注：都道府県が他の機関に対して委託する場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も記入してください。  

        

様式第１号の２  
令和○○年度都道府県推進活動計画  
（経営所得安定対策等推進事業）  

 
計画作成主体  ○○都道府県  

１  事業の概要  
（１）経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、畑地化促進事業  

区   分  主な取組内容  実施時期  事業に要する経費  備  考  
   千円  

 
 
 
 

 

    

    

    

都 道 府 県 農 業 再 生 協 議 会 に

対する補助金の交付  

 
別紙１－１に記載  

   

地 域 段 階 の 事 業 実 施 主 体 に

対する補助金の交付  

   
別紙２－１に記載  

 

 注：都道府県が他の機関に対して委託する場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も記入してください。   
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（新設） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（３）畑作物産地形成促進事業  
区   分  主な取組内容  実施時期  事業に要する経費  備  考  

   千円  
 
 
 
 

 

    

    

    

都道府県農業再生協議会に対

する補助金の交付  

 
別紙１－３に記載  

   

地域段階の事業実施主体に対

する補助金の交付  

   
別紙２－３に記載  

 

 注：都道府県が他の機関に対して委託する場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も記入してください。  

        

２  地域段階に対する本事業の補助金の配分方針  
（１）経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、畑地化促進事業  
 
※  あらかじめ、都道府県から地域段階に対して予算枠を設定する場合はその考え方を記載してください。  
 

 
（２）コメ新市場開拓等促進事業  
 
※  あらかじめ、都道府県から地域段階に対して予算枠を設定する場合はその考え方を記載してください。  
 

 
（３）畑作物産地形成促進事業  
 
※  あらかじめ、都道府県から地域段階に対して予算枠を設定する場合はその考え方を記載してください。  
 

 

 

        

（２）畑作物産地形成促進事業  
 
※  あらかじめ、都道府県から地域段階に対して予算枠を設定する場合はその考え方を記載してください。  
 

 

        

２  地域段階に対する本事業の補助金の配分方針  
（１）経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、畑地化促進事業  
 
※  あらかじめ、都道府県から地域段階に対して予算枠を設定する場合はその考え方を記載してください。  
 

 

        

（２）畑作物産地形成促進事業  
区   分  主な取組内容  実施時期  事業に要する経費  備  考  

   千円  
 
 
 
 

 

    

    

    

都道府県農業再生協議会に対

する補助金の交付  

 
別紙１－２に記載  

   

地域段階の事業実施主体に対

する補助金の交付  

   
別紙２－２に記載  

 

 注：都道府県が他の機関に対して委託する場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も記入してください。  
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（様式第１号の２の別紙１－２） 
経営所得安定対策等推進事業における助成対象経費内訳 

（コメ新市場開拓等促進事業） 
助成先 〇〇都道府県農業再生協議会 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要した経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   

        

（様式第１号の２の別紙１－２） 
経営所得安定対策等推進事業における助成対象経費内訳 

（畑作物産地形成促進事業） 
助成先 〇〇都道府県農業再生協議会 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要した経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   

        

（様式第１号の２の別紙１－３） 
経営所得安定対策等推進事業における助成対象経費内訳 

（畑作物産地形成促進事業） 
助成先 〇〇都道府県農業再生協議会 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要した経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   



 - 11 - 

 
 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（様式第１号の２の別紙２－２） 

地域段階における配分額 

（コメ新市場開拓等促進事業） 

市町村名 配分予定額 

 

 

                                                          千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（様式第１号の２の別紙２－２） 

地域段階における配分額 

（畑作物産地形成促進事業） 

市町村名 配分予定額 

 

 

                                                          千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（様式第１号の２の別紙２－３） 

地域段階における配分額 

（畑作物産地形成促進事業業） 

市町村名 配分予定額 

 

 

                                                          千円 
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（略） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

        

様式第２号の２ 
令和○○年度地域推進活動計画 
（経営所得安定対策等推進事業） 

計画作成主体 ○○市町村  
１ 事業の概要 
（１）経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、畑地化促進事業 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要する経費 備 考 
 
 

 
 

 
 

千円 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

地域段階の事業実施主体に対する補

助金の交付 
別紙１に記載 
 

 
 

 
 

 
 

 注：他の機関に対して委託を行う場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も併せて記入してください。 
 
（２）コメ新市場開拓等促進事業 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要する経費 備 考 
 
 

 
 

 
 

千円 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

地域段階の事業実施主体に対する補

助金の交付 
別紙２に記載 
 

 
 

 
 

 
 

        

様式第２号の２ 
令和○○年度地域推進活動計画 
（経営所得安定対策等推進事業） 

計画作成主体 ○○市町村  
１ 事業の概要 
（１）経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、畑地化促進事業 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要する経費 備 考 
 
 

 
 

 
 

千円 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

地域段階の事業実施主体に対する補

助金の交付 
別紙１に記載 
 

 
 

 
 

 
 

 注：他の機関に対して委託を行う場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も併せて記入してください。 

        

（２）畑作物産地形成促進事業 
区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要する経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

千円 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

地域段階の事業実施主体に対する補

助金の交付 
別紙２に記載 
 

 
 

 
 

 
 

 注：他の機関に対して委託を行う場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も併せて記入してください。 
 

        

（３）畑作物産地形成促進事業業 
区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要する経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

千円 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

地域段階の事業実施主体に対する補

助金の交付 
別紙３に記載 
 

 
 

 
 

 
 

 注：他の機関に対して委託を行う場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も併せて記入してください。 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（様式第２号の２の別紙２） 
経営所得安定対策等推進事業における助成対象経費内訳 

（コメ新市場開拓等促進事業） 
助成先 〇〇地域農業再生協議会  

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要する経費 備 考 

 
 
 

 
 
 

 
 

千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

   

 注：他の機関に対して委託を行う場合は、委託先を備考欄に記入してください。 
 

        

（様式第２号の２の別紙３） 
経営所得安定対策等推進事業における助成対象経費内訳 

（畑作物産地形成促進事業） 
 助成先 〇〇地域農業再生協議会  

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要する経費 備 考 

 
 
 

 
 
 

 
 

千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

   

 注：他の機関に対して委託を行う場合は、委託先を備考欄に記入してください。 

        

（様式第２号の２の別紙２） 
経営所得安定対策等推進事業における助成対象経費内訳 

（畑作物産地形成促進事業） 
 助成先 〇〇地域農業再生協議会  

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要する経費 備 考 

 
 
 

 
 
 

 
 

千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

   

 注：他の機関に対して委託を行う場合は、委託先を備考欄に記入してください。 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

様式第２号の３ 
経営所得安定対策等に係る年間スケジュール 

（コメ新市場開拓等促進事業） 
 

○○市町村 担当者 所属及び名前  
○○地域農業再生協議会 担当者 所属及び名前  

○○農政局/北海道農政事務所/内閣府沖縄総合事務局 担当者 所属及び名前  

実施時期 円滑な実施に必要な活動の内容 
役割分担 

○○市町村 ○○地域農業再生協議会 地方農政局等 

３月   

４月   

５月    

６月   

７月   

８月   

９月   

10 月    

11 月    

12 月   

１月     

２月     

３月   
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        
様式第５号の２ 

令和○○年度事業実施状況報告 
（経営所得安定対策等推進事業） 

 
報告作成主体 ○○都道府県 

１ 事業の概要 
（１）経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、畑地化促進事業 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要した経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
円 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

    

 
 

 
 

 
 

 
 

都道府県農業再生協議会に対す

る補助金の交付 
別紙１－１に記載 

 
 

 
 

 
 

地域段階の事業実施主体に対す

る補助金の交付 

 
 

 
 別紙２－１に記載 

 

 注：都道府県が他の機関に対して委託した場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も記入してください。  

        

（２）コメ新市場開拓等促進事業 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要した経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
円 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

都道府県農業再生協議会に対す

る補助金の交付 
別紙１－２に記載 

 
 

 
 

 
 

地域段階の事業実施主体に対す

る補助金の交付 

 
 

 
 別紙２－２に記載 

 

 注：都道府県が他の機関に対して委託した場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も記入してください。  

        
様式第５号の２ 

令和○○年度事業実施状況報告 
（経営所得安定対策等推進事業） 

 
報告作成主体 ○○都道府県 

 
１ 事業の概要 
（１）経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、畑地化促進事業 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要した経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
円 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

    

 
 

 
 

 
 

 
 

都道府県農業再生協議会に対す

る補助金の交付 
別紙１－１に記載 

 
 

 
 

 
 

地域段階の事業実施主体に対す

る補助金の交付 

 
 

 
 別紙２－１に記載 

 

 注：都道府県が他の機関に対して委託した場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も記入してください。  
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（２）畑作物産地形成促進事業 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要した経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
円 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

都道府県農業再生協議会に対する

補助金の交付 
別紙１－２に記載 

 
 

 
 

 
 

地域段階の事業実施主体に対する

補助金の交付 

 
 

 
 別紙２－２に記載 

 

 注：都道府県が他の機関に対して委託した場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も記入してください。  

        

（３）畑作物産地形成促進事業 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要した経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
円 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

都道府県農業再生協議会に対する

補助金の交付 
別紙１－３に記載 

 
 

 
 

 
 

地域段階の事業実施主体に対する

補助金の交付 

 
 

 
 別紙２－３に記載 

 

 注：都道府県が他の機関に対して委託した場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も記入してください。  

 

        

（様式第５号の２の別紙１－２） 
経営所得安定対策等推進事業における助成対象経費内訳 

（コメ新市場開拓等促進事業） 
助成先 〇〇都道府県農業再生協議会 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要した経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   



 - 17 - 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（様式第５号の２の別紙１－３） 
経営所得安定対策等推進事業における助成対象経費内訳 

（畑作物産地形成促進事業） 
助成先 〇〇都道府県農業再生協議会 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要した経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   

 注：他の機関に対して委託を行った場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も記入してください。 
        

（様式第５号の２の別紙２－２）  

地域段階における実績額 

（コメ新市場開拓等促進事業） 

市町村名 実績額 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

        

（様式第５号の２の別紙１－２） 
経営所得安定対策等推進事業における助成対象経費内訳 

（畑作物産地形成促進事業） 
助成先 〇〇都道府県農業再生協議会 

区  分 主な取組内容 実施時期 事業に要した経費 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   

 注：他の機関に対して委託を行った場合は、委託先を備考欄に記入し、委託先の取組内容も記入してください。 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

        

（様式第５号の２の別紙２－３）  

地域段階における実績額 

（畑作物産地形成促進事業業） 

市町村名 実績額 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

         

様 式 第 ６ 号 の２  
令和○○年度事業実施状況報告  
（経営所得安定対策等推進事業）  

 
報告作成主体 ○○市町村  

１ 事業の概要  
 
（１）経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、畑地化促進事業  

区  分  主な取組内容  実施時期  事業に要した経費  備 考  

   円  

 

 

    

地域段階の事業実施主体に対

する補助金の交付  

別紙１－１に記載    

 注：他の機関に対して委託を行った場合は、委託先を備考欄に記入し委託先の取組内容も併せて記入してください。  
  
（２）コメ新市場開拓等促進事業  

区  分  主な取組内容  実施時期  事業に要した経費  備 考  

   円  

 

 

    

地域段階の事業実施主体に対

する補助金の交付  

別紙１－２に記載    

 注：他の機関に対して委託を行った場合は、委託先を備考欄に記入し委託先の取組内容も併せて記入してください。  
 

        

（様式第５号の２の別紙２－２）  

地域段階における実績額 

（畑作物産地形成促進事業） 

市町村名 実績額 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

         

様 式 第 ６ 号 の２  
令和○○年度事業実施状況報告  
（経営所得安定対策等推進事業）  

 
報告作成主体 ○○市町村  

１ 事業の概要  
 
（１）経営所得安定対策、水田活用の直接支払交付金、畑地化促進事業  

区  分  主な取組内容  実施時期  事業に要した経費  備 考  

   円  

 

 

    

地域段階の事業実施主体に対

する補助金の交付  

別紙１－１に記載    

 注：他の機関に対して委託を行った場合は、委託先を備考欄に記入し委託先の取組内容も併せて記入してください。  
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（略） 

 

 

 

 

（略） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（２）畑作物産地形成促進事業  

区  分  主な取組内容  実施時期  事業に要した経費  備 考  

   円  

 

 

    

地域段階の事業実施主体に対す

る補助金の交付  

別紙１－２に記載    

 注：他の機関に対して委託を行った場合は、委託先を備考欄に記入し委託先の取組内容も併せて記入してください。  

        

（３）畑作物産地形成促進事業  
区  分  主な取組内容  実施時期  事業に要した経費  備 考  

   円  

 

 

    

地域段階の事業実施主体に対す

る補助金の交付  

別紙１－３に記載    

 注：他の機関に対して委託を行った場合は、委託先を備考欄に記入し委託先の取組内容も併せて記入してください。  

        

（様式第６号の２の別紙１－２）  

経営所得安定対策等推進事業における助成対象経費内訳 

（コメ新市場開拓等促進事業）  

助成先 〇〇地域農業再生協議会  

区  分  主な取組内容  実施時期  事業に要した経費  備 考  

 

 

 

 

 

 

 
円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 注：他の機関に対して委託を行う場合は、委託先を備考欄に記入してください。  
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（新設） 

 

 

        

（様式第６号の２の別紙１－３）  

経営所得安定対策等推進事業における助成対象経費内訳 

（畑作物産地形成促進事業）  

助成先 〇〇地域農業再生協議会  

区  分  主な取組内容  実施時期  事業に要した経費  備 考  

 

 

 

 

 

 

 
円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 注：他の機関に対して委託を行う場合は、委託先を備考欄に記入してください。 

        

（様式第６号の２の別紙１－２）  

経営所得安定対策等推進事業における助成対象経費内訳 

（畑作物産地形成促進事業）  

助成先 〇〇地域農業再生協議会  

区  分  主な取組内容  実施時期  事業に要した経費  備 考  

 

 

 

 

 

 

 
円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 注：他の機関に対して委託を行う場合は、委託先を備考欄に記入してください。         

（様式第６号の２の別紙２）  
経営所得安定対策等に係る年間実績 

（コメ新市場開拓等促進事業） 

○○市町村 担当者 所属及び名前  
○○地域農業再生協議会 担当者 所属及び名前  

○○農政局 /北海道農政事務所 /内閣府沖縄総合事務局 担当者 所属及び名前  
 

実施時期  円滑な実施に必要な活動の内容  
役割分担  

○○市町村  ○○地域農業再生協議会  地方農政局等  

３月    

４月    

５月    

６月    

７月    

８月    

９月   
 

10 月    

11 月    

12 月    

１月    

２月    

３月    
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附 則（令和５年４月５日付け４農産第5515号） 

１ この通知は、令和５年４月５日から施行します。 

 ２ この通知による改正前の本要綱に基づいて実施された事業については、なお従前の例によります。 




